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【事務・事業の見直し】

各独立行政法人について講ずべき措置

厚生労働省 医薬品医療機器総合機構

事務・事業 講ずべき措置 実施時期 具体的内容

01 健康被害救済業務 更なる効率化 ２２年度から実施 適切な人員配置等による管理運営費の見直し等により、更なる効率化を図る。

【事務・事業の見直し】

02 審査関連業務

ドラッグ・ラグ、デバイ
ス・ラグの解消

２２年度から実施

ドラッグ・ラグは平成23年度までに、デバイス・ラグは平成25年度までに解消すると
の目標に向け、主要業務への重点化に注力するとともに、具体的戦略として審査の迅
速化・質の向上に係る年度別の達成目標及び工程表（アクション・プラン）を作成する。
また、毎年度、その進ちょく状況について評価・検証等を行い、確実に実施する。

厚生労働省から 出向者 削減等 るガバ 確保 努めるととも 業務
ガバナンスの抜本的
な改革・強化

２２年度から実施
厚生労働省からの出向者の削減等によるガバナンスの確保に努めるとともに、業務

上の課題の解決に向けた取組に当たっては、最少限の人員増加、適切な人員配置を
行った上で、成果について検証するなどPDCAサイクルによる適切な業務改善を行う。03 安全対策業務

講ずべき措置 実施時期 具体的内容

【資産・運営等の見直し】

04 人事管理の見直し
国からの現役出向者
の削減

２２年度から実施
国からの現役出向者を削減し、課長級以上の職員に占めるプロパー職員の割合を

４年以内に50％以上とする。

05 相談体制の見直し ２２年度から実施
新医薬品・医療機器の審査の迅速化に資するために必要な相談を充実させつつ、

現在の相談体制を見直す。

審査関連業務 安全 ドラッグ ラグ及びデバイス ラグの解消に向け 効率的な人材確保に注力するなど
組織体制の整備06

審査関連業務、安全
対策業務の業務拡充

２２年度中に実施
ドラッグ・ラグ及びデバイス・ラグの解消に向け、効率的な人材確保に注力するなど

審査関連業務等を拡充する。

07 研修の強化 ２２年度中に実施
ドラッグ・ラグ及びデバイス・ラグを解消するために、人材育成のための研修を強化

する。


